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国内株式市場の動向と今後の見通し 
ならびに基準価額の変動に関するお知らせ 

 

 

《国内株式市場の動向》 

12 月 25 日の国内株式市場は、先週末（21 日）から昨日（24 日）にかけて米国株式市場が大きく下落し

たことを受けてリスク回避の動きが強まり、日経平均株価が前日比 1,010.45 円安(▲5.01％)の 19,155.74

円、TOPIX(東証株価指数)が前日比 72.64 ポイント安(▲4.88％)の 1,415.55 ポイントとなりました。 

米国株式市場は21日、①米欧中で予想を下回る経済指標の発表が相次ぎ世界景気の減速懸念が強

まっていること、②19 日に開催された FOMC（米連邦公開市場委員会）で景気減速懸念が意識される中

で 0.25％の利上げを実施するとともに、2019 年も年内に 0.50％の利上げを継続する姿勢を示すなど、タ

カ派的な姿勢が嫌気されたこと、③米国議会で繋ぎ予算案が成立せず、政府機関閉鎖の可能性が高ま

ったことなどから、大きく下落しました。また、週明けの 24 日は、④実際に政府機関の一部が閉鎖されたこ

と、⑤複数の報道機関が『トランプ大統領がパウエル FRB(米連邦準備理事会)議長の解任を検討』とのニ

ュースを報じたことで FRB の政策運営に対する先行き懸念が高まったことなどから、大幅続落となりまし

た。 

本日の国内株式市場は、こうした米国株式市場の下落を受けてリスク回避の動きが強まる中、①110 円

台前半まで円高ドル安が進んだこと、②日経平均株価が節目とみられた 20,000 円を下回って始まったこ

とを受けてポジション解消売りが加速したことなどから、大幅下落となりました。 

 

 

 

《基準価額の変動状況》 

 国内株式市場の下落に伴い、以下のファンドが前日比で 5％超の下落となっております。 

 

ファンド名 基準価額 前日比 騰落率 

朝日ライフ SRI 社会貢献ファンド 8,209 ▲451 円 ▲5.21％ 

朝日ライフ 日経平均ファンド 8,776 ▲467 円 ▲5.05％ 

朝日ライフ リサーチ 日本株オープン 8,158 ▲430 円 ▲5.01％ 

朝日ライフ ＤＣ日経平均ファンド 19,885 ▲1,050 円 ▲5.02％ 
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《今後の見通し》 

①来年、米国議会下院で民主党が過半数を占めることで政権と議会とのねじれが生じる中、既に米国政

府機関の一部が閉鎖されるなどトランプ大統領の政策運営に対する懸念が残ること、②米中通商協議の

先行き不透明感が払拭されないことなどから、内外株式市場が落ち着くにはもうしばらく時間を要すると

考えます。 

但し、①トランプ大統領は株価を政権が評価される指標の一つとみており、今後株価下落回避に向け

た行動をとる可能性があること、②来年、国内では消費増税対策や防災等のインフラ投資など大規模な

財政政策が見込まれること、③TOPIXの予想PERがリーマンショック後の安値をつけた2012年6月の水準

となる10.6倍程度まで低下し、PBRが解散価値である1.0倍近傍まで低下したこと、④先週、日銀は今年

の年間買入額の目途としている6兆円を超えてもETF（指数連動型上場投資信託受益権）の買入れを実

施することで株価をサポートする姿勢を示していること、⑤テクニカル面では騰落レシオ（TOPIX、25日移

動平均）が65％まで低下するなど売られ過ぎの状態にあることなどから、国内株式市場の下値余地も限ら

れるとみています。 
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■投資信託に係るリスクについて 

投資信託は、主に国内外の株式や公社債等の値動きのある証券を投資対象とし投資

元金が保証されていないため、当該資産の市場における取引価格の変動や為替の変動

等により投資一単位当たりの価値が変動します。従ってお客様のご投資された金額を下

回ることもあります。 

又、投資信託は、個別の投資信託毎に投資対象資産の種類や投資制限、取引市場、

投資対象国等が異なることから、リスクの内容や性質が異なりますので、ご投資にあた

っては投資信託説明書（交付目論見書）をよくご覧ください。 

 

■投資信託に係る手数料等について 

[ご投資頂くお客様には以下の費用をご負担いただきます。] 

■申込時に直接ご負担いただく費用 …… 申込手数料 上限 5.４％（税抜 5.0％） 

■換金時に直接ご負担いただく費用 …… 信託財産留保額 上限 0.3％ 

■投資信託の保有期間中に間接的にご負担いただく費用  

…… 信託報酬 上限 1.998％（税抜 1.85％） 

■その他の費用 …… 上記以外に保有期間等に応じてご負担頂く費用があります。 

詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）でご確認ください。 

 

《ご注意》 

 上記に記載しているリスクや費用項目につきましては、一般的な投資信託を想定して

おります。費用の料率等につきましては、朝日ライフ アセットマネジメントが運用するすべ

ての投資信託が徴収するそれぞれの費用のうち、 高の料率を記載しております。投資

信託に係るリスクや費用は、それぞれの投資信託により異なりますので、ご投資をされる

際には、事前によく投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。 

 

朝日ライフ アセットマネジメント株式会社 

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第 301 号 

加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会 


